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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第95期

当第２四半期
連結累計期間

第95期
当第２四半期
連結会計期間

第94期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年９月30日

自平成20年７月１日
至平成20年９月30日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高 (百万円) 212,955 117,179 468,608

経常利益 (百万円) 4,604 1,890 7,276

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,900 1,329 4,865

純資産額 (百万円) － 175,227 173,171

総資産額 (百万円) － 364,125 373,674

１株当たり純資産額 (円) － 840.82 837.07

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 14.17 6.50 23.78

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) － 47.24 45.84

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,349 － 23,153

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,114 － 2,439

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △761 － △1,887

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) － 37,972 37,503

従業員数 (人) － 8,359 7,893

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

 ２ 売上高には、消費税等は含まれていない。

 ３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について重要な変更は

ない。また、主要な関係会社に異動はない。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(人) 8,359　[973]

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は［　］内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ている。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(人) 6,348

（注）従業員数は就業人員数である。
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第２ 【事業の状況】

（注）「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

　

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループが営んでいる事業においては、生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」

は記載していない。

事業の大部分を占めている設備工事業においては、請負形態をとっているため、販売実績という定義が実

態にそぐわないことや、設備工事業以外の事業では受注生産形態をとっていないことから、「受注及び販売

の状況」については、「３　財政状態及び経営成績の分析」における各事業の種類別セグメントの業績に関

連付けて記載している。

また、当社グループの売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合につい

ても、「３　財政状態及び経営成績の分析」に注記している。

なお、当社グループにおける受注及び販売の状況の大部分を提出会社が占めているため、提出会社個別の

状況を参考のために記載すると次のとおりである。

　

（設備工事業における提出会社の受注工事高及び完成工事高の状況）

(1) 受注工事高、完成工事高及び繰越工事高

　

期別

　

区分
期首繰越

工事高

期中受注

工事高
計

期中完成

工事高

期末繰越

工事高

　 　
(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

当第２四半期累計期間
 

（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

屋内線・
環境設備工事

160,636117,309277,94684,165193,781

情報通信工事 9,900 19,556 29,456 17,072 12,384

配電線工事 2,151 80,620 82,771 80,025 2,745

工務関係工事 22,146 18,252 40,398 15,739 24,659

計 194,835235,738430,573197,002233,570

前事業年度
 

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

屋内線・
環境設備工事

160,673211,138371,812211,175160,636

情報通信工事 5,194 42,050 47,244 37,343 9,900

配電線工事 1,159 174,106175,265173,114 2,151

工務関係工事 17,885 32,661 50,547 28,400 22,146

計 184,912459,956644,869450,034194,835

（注）１ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増

減額を含む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。

 ２ 期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）である。
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(2) 受注工事高

期別 区分

官公庁 民間 計

　
(百万円)

東京電力㈱
(百万円)

その他
(百万円)

　
(百万円)

当第２四半期会計期間
 

（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

屋内線・環境設備工事 1,855 395 50,492 52,743

情報通信工事 546 805 9,175 10,528

配電線工事 0 41,547 901 42,449

工務関係工事 80 5,419 3,168 8,668

計 2,482 48,167 63,738 114,389

　

(3) 完成工事高

期別 区分

官公庁 民間 計

　
(百万円)

東京電力㈱
(百万円)

その他
(百万円)

　
(百万円)

当第２四半期会計期間
 

（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

屋内線・環境設備工事 2,580 828 44,000 47,409

情報通信工事 27 877 9,805 10,710

配電線工事 0 41,282 732 42,015

工務関係工事 609 4,715 3,000 8,325

計 3,217 47,705 57,539 108,461

　

(4) 繰越工事高
平成20年９月30日現在

区分

官公庁 民間 計

　
(百万円)

東京電力㈱
(百万円)

その他
(百万円)

　
(百万円)

屋内線・環境設備工事 11,759 1,131 180,890193,781

情報通信工事 993 47 11,343 12,384

配電線工事 70 2,496 179 2,745

工務関係工事 490 15,946 8,222 24,659

計 13,313 19,622 200,634233,570

　

EDINET提出書類

株式会社関電工(E00074)

四半期報告書

 5/27



２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものである。

　

(1) 業績の状況

当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高1,171億７千９百万円、営業利益18億３千万円、経常利益18

億９千万円、四半期純利益13億２千９百万円となった。

　

①事業の種類別セグメント

(設備工事業)

当社グループの主たる事業である設備工事業の業績は、新規受注高1,226億５千１百万円、完成工事

高1,155億８千７百万円、営業利益16億２千３百万円となった。

　

(電気機器販売業等)

電気機器販売業等の業績は、売上高15億９千２百万円、営業利益１億７千３百万円となった。

　

②所在地別セグメント

在外連結子会社及び主要な在外事業所がないため、記載していない。

　
（注）当社グループの売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであ

る。

当第２四半期連結会計期間 東京電力㈱ 47,745百万円 40.7％

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により

資金が増加したことから、投資活動及び財務活動による資金の減少があったものの、第１四半期連結会計

期間末から41億６千４百万円増加した。これにより、当第２四半期会計期間末残高は379億７千２百万円

となった。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間では、営業活動によって46億６千６百万円の資金が増加した。

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は63億４千９百万円であり、これは、税

金等調整前四半期純利益43億３千５百万円、売上債権の減少額355億１千４百万円、未成工事受入金の増

加額100億２千７百万円などの資金増加要因が、未成工事支出金の増加額107億８千９百万円、仕入債務の

減少額325億３千３百万円などの資金減少要因を上回ったためである。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間では、投資活動によって４億５千２百万円の資金が減少した。

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は51億１千４百万円であり、これは主

に、有価証券の売却により10億円の収入があったものの、有価証券の取得に30億円、有形固定資産の取得

に25億３千６百万円、投資有価証券の取得に10億７千５百万円を支出したことによるものである。

　

EDINET提出書類

株式会社関電工(E00074)

四半期報告書

 6/27



(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間では、財務活動によって１千７百万円の資金が減少した。

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は７億６千１百万円であり、これは主

に、短期借入金の純増加額６億６千８百万円があったものの、配当金の支払に12億２千７百万円を支出し

たことによるものである。

　

(3) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ95億４千９百万円減少し、3,641

億２千５百万円となった。

　

(資産の部)

流動資産は、未成工事支出金が143億５千万円増加したものの、受取手形・完成工事未収入金等が302億

５千７百万円減少したことなどから、流動資産合計で前連結会計年度末に比べ111億９千１百万円減少し

た。

固定資産は、主に土地が17億８千２百万円増加したことから、固定資産合計で前連結会計年度末に比べ

16億４千２百万円増加した。

　

(負債の部)

負債の部は、流動負債の未成工事受入金が118億２千３百万円増加したものの、支払手形・工事未払金

等が257億４百万円減少したことなどから、負債合計で前連結会計年度末に比べ116億５百万円減少した。

　

(純資産の部)

純資産の部は、利益剰余金が16億８千１百万円、少数株主持分が13億２千４百万円増加したことなどか

ら、純資産合計で前連結会計年度末に比べ20億５千６百万円増加した。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更はない。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間における当社グループの研究開発費は、１億７千９百万円である。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び見通し

当第２四半期連結会計期間までの業績は順調であるが、世界規模での金融危機がもたらす国内経済へ

の影響が懸念されるとともに、建設投資の低迷による受注・価格競争の更なる熾烈化は避けられないも

のと予想される。また、電力設備投資についても、発電コストの増加などを背景として引き続き圧縮措置

が講じられるなど、当社グループを取り巻く事業環境は一段と厳しい状況で推移するものと想定してい

る。
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第３ 【設備の状況】

（注）「第３　設備の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

　

(1) 主要な設備の状況

(提出会社及び国内子会社)

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

①当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はない。また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の

新設の計画は以下の通りであり、新たに確定した重要な設備の拡充、改修、除却、売却等の計画はない。

（新設の計画）

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

内容

投資予定金額
(百万円) 資金調達

方法
備考

総額 既支払額

㈱関電工
神奈川支店
横須賀営業所
(神奈川県横須賀市)

設備工事業 建物 585 － 自己資金
平成20年11月着工予定
平成21年６月完成予定

　

②第１四半期連結会計期間末に計画していた設備計画のうち、当第２四半期連結会計期間に取得したも

のは、次のとおりである。

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

内容
投資額
(百万円)

備考

㈱関電工
東京支店他
(東京都文京区他)

設備工事業 車両運搬具 248主に配電線工事の作業用車両等

設備工事業 機械装置等 409主に配電線工事の工事用機械等
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 820,000,000

計 820,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 205,288,338 205,288,338
東京証券取引所
(市場第一部)

－

計 205,288,338 205,288,338 － －

（注）昭和19年９月１日設立時の現物出資13,810株が含まれている。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年７月１日～
平成20年９月30日

－ 205,288,338 － 10,264 － 6,241
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東京電力株式会社 東京都千代田区内幸町１丁目１番３号 94,753 46.15

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 10,121 4.93

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 7,766 3.78

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 4,468 2.17

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４Ｇ）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 4,422 2.15

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 4,298 2.09

関電工従業員持株会 東京都港区芝浦４丁目８番33号 3,782 1.84

ザ バンク オブ ニューヨーク 
トリーティー ジャスデック ア
カウント
(常任代理人　株式会社三菱東京
UFJ銀行決済事業部)

AVENUE DES ARTS, 35 KUNSTLAAN, 1040
BRUSSELS, BELGIUM
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号)

2,005 0.97

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,697 0.82

第一生命保険相互会社特別勘定
年金口

東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 1,613 0.78

計 － 134,927 65.72

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  　 　694,000

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式　 203,038,000 203,038 －

単元未満株式  普通株式　 　1,556,338 －
１単元(1,000株)
未満の株式

発行済株式総数 205,288,338 － －

総株主の議決権 － 203,034 －

（注）１ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権の数４個)含まれてい

る。

 ２ 「総株主の議決権」の欄は、証券保管振替機構名義の議決権の数４個を除いている。
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② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の
氏名又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

㈱関電工 東京都港区芝浦４丁目８番33号 694,000 － 694,000 0.33

計 － 694,000 － 694,000 0.33

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 611 701 732 740 709 654

最低(円) 543 590 665 615 628 531

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書には平成20年７月１日現在の役員の状況を記載しているが、それ以降当四

半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、井上監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 30,942 32,996

受取手形・完成工事未収入金等 ※２
 62,659 92,916

有価証券 17,992 11,992

未成工事支出金 83,026 68,675

材料貯蔵品 8,753 8,879

その他 12,570 11,719

貸倒引当金 △1,013 △1,058

流動資産合計 214,930 226,122

固定資産

有形固定資産

土地 ※２
 59,488 57,706

その他（純額） ※２
 30,654 29,984

有形固定資産合計 ※１
 90,143

※１
 87,690

無形固定資産 2,248 2,174

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 39,911 41,518

その他 21,391 20,332

貸倒引当金 △4,499 △4,164

投資その他の資産合計 56,803 57,686

固定資産合計 149,194 147,552

資産合計 364,125 373,674

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 65,312 91,016

短期借入金 10,938 9,750

未払法人税等 1,532 706

未成工事受入金 46,125 34,302

引当金 3,138 3,580

その他 12,667 12,646

流動負債合計 139,713 152,001

固定負債

長期借入金 1,422 300

退職給付引当金 35,372 36,416

その他の引当金 808 820

負ののれん 499 20

その他 11,080 10,944

固定負債合計 49,183 48,501

負債合計 188,897 200,503
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 10,264 10,264

資本剰余金 6,426 6,425

利益剰余金 155,069 153,387

自己株式 △391 △364

株主資本合計 171,368 169,713

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 8,362 9,276

土地再評価差額金 △7,705 △7,695

評価・換算差額等合計 657 1,581

少数株主持分 3,201 1,877

純資産合計 175,227 173,171

負債純資産合計 364,125 373,674
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(2)【四半期連結損益計算書】
　　【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

完成工事高 212,955

完成工事原価 197,275

完成工事総利益 15,679

販売費及び一般管理費 ※１
 11,721

営業利益 3,958

営業外収益

受取配当金 417

その他 421

営業外収益合計 839

営業外費用

支払利息 109

その他 83

営業外費用合計 193

経常利益 4,604

特別利益

前期損益修正益 200

特別利益合計 200

特別損失

投資有価証券評価損 438

その他 30

特別損失合計 469

税金等調整前四半期純利益 4,335

法人税等 ※２
 1,376

少数株主利益 58

四半期純利益 2,900
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　　【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

完成工事高 117,179

完成工事原価 109,409

完成工事総利益 7,770

販売費及び一般管理費 ※１
 5,940

営業利益 1,830

営業外収益

受取利息 82

受取賃貸料 51

その他 113

営業外収益合計 247

営業外費用

支払利息 55

為替差損 70

その他 61

営業外費用合計 187

経常利益 1,890

特別利益

前期損益修正益 92

特別利益合計 92

特別損失

固定資産除却損 13

減損損失 5

特別損失合計 18

税金等調整前四半期純利益 1,963

法人税等 ※２
 611

少数株主利益 23

四半期純利益 1,329
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,335

減価償却費 2,735

貸倒引当金の増減額（△は減少） △35

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,888

受取利息及び受取配当金 △575

支払利息 109

投資有価証券評価損益（△は益） 438

投資有価証券売却損益（△は益） 9

持分法による投資損益（△は益） △10

売上債権の増減額（△は増加） 35,514

未成工事支出金の増減額（△は増加） △10,789

仕入債務の増減額（△は減少） △32,533

未成工事受入金の増減額（△は減少） 10,027

その他 △855

小計 6,484

利息及び配当金の受取額 564

利息の支払額 △109

法人税等の支払額 △589

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,349

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △173

有価証券の取得による支出 △3,000

有価証券の売却による収入 1,000

有形固定資産の取得による支出 △2,536

有形固定資産の売却による収入 47

投資有価証券の取得による支出 △1,075

投資有価証券の売却による収入 38

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

804

貸付けによる支出 △17

貸付金の回収による収入 23

その他 △225

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,114

EDINET提出書類

株式会社関電工(E00074)

四半期報告書

17/27



（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 668

長期借入れによる収入 200

長期借入金の返済による支出 △340

配当金の支払額 △1,227

その他 △61

財務活動によるキャッシュ・フロー △761

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 469

現金及び現金同等物の期首残高 37,503

現金及び現金同等物の四半期末残高 37,972
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

１　連結の範囲に関

する事項の変更

(1) 連結の範囲の変更

川崎設備工業㈱は、株式取得により子会

社となったことから重要性を考慮して、第

１四半期連結会計期間より連結の範囲に

含めることとした。

(2) 変更後の連結子会社の数

18社

２　会計処理基準に

関する事項の変

更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の

変更

たな卸資産

材料貯蔵品

従来、移動平均法による原価法によって

いたが、第１四半期連結会計期間より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」(企業会

計基準第９号　平成18年７月５日)が適用

されたことに伴い、移動平均法による原価

法(貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法)により算定

している。

これによる当第２四半期連結累計期間

の損益に与える影響はない。
 

(2) リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっていた

が、「リース取引に関する会計基準」(企

業会計基準第13号(平成５年６月17日(企

業会計審議会第一部会)、平成19年３月30

日改正))及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第16号(平成６年１月18日(日本公認会計

士協会　会計制度委員会)、平成19年３月30

日改正))が平成20年４月１日以後開始す

る連結会計年度に係る四半期連結財務諸

表から適用することができることになっ

たことに伴い、第１四半期連結会計期間か

らこれらの会計基準等を適用し、通常の売

買取引に係る会計処理によっている。ま

た、所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産の減価償却の方法に

ついては、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用している。

なお、リース取引開始日が当連結会計年

度開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、引き続き通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっている。

これによる当第２四半期連結累計期間

の損益に与える影響はない。
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【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

１　一般債権の貸倒

見積高の算定方

法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実

績率等が前連結会計年度に算定したもの

から著しい変動がないと認められるため、

前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用

して一般債権の貸倒見積高を算定してい

る。

２　棚卸資産の評価

方法

一部の棚卸資産は、実地棚卸を省略し前

連結会計年度に係る実地棚卸高を基礎と

して合理的な方法により算定している。

３　固定資産の減価

償却費の算定方

法

定率法による減価償却費は、当連結会計

年度に係る減価償却費の額を期間按分し

て算定している。

４　退職給付費用の

算定方法

退職給付費用は、期首に算定した当連結

会計年度に係る退職給付費用を期間按分

して算定している。

５　経過勘定項目の

算定方法

一部の経過勘定項目は、合理的な算定方

法による概算額で計上している。

６　法人税等並びに

繰延税金資産及

び繰延税金負債

の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断は、前

連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、

一時差異等の発生状況に著しい変化がな

いと認められるため、前連結会計年度で使

用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用している。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

　　税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結

会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算し

ている。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、96,727百万円で

ある。

※２　担保資産

連結子会社の増加により、前連結会計年度末に

比べて増加した担保に供されている資産は、次の

とおりである。

受取手形・完成工事未収入金等 2,654百万円

土地 1,716　〃

その他(有形固定資産) 1,371　〃

投資有価証券 260　〃

　３　偶発債務

当社は、下記のとおり銀行借入に対して、保証を

行っている。

保証先 保証額（百万円）

従業員（住宅資金） 2,219

 

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、94,078百万円で

ある。

――――――――――

　

　

　

　

　

　

　３　偶発債務

当社は、下記のとおり銀行借入に対して、保証を

行っている。

保証先 保証額（百万円）

従業員（住宅資金） 2,275

 

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

従業員給料手当 5,681百万円

事務用品費 818　〃

※２　法人税等の表示方法

「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調

整額」は、「法人税等」として一括して記載して

いる。

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
　至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

従業員給料手当 2,923百万円

事務用品費 418　〃

※２　法人税等の表示方法

「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調

整額」は、「法人税等」として一括して記載して

いる。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

　　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残

高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

　（平成20年９月30日現在）

現金及び預金勘定 30,942百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△6,960　〃

取得日から３か月以内に
償還期限の到来する短期投資
(有価証券)

13,990　〃

現金及び現金同等物 37,972　〃

 

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　205,288千株

　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　694千株

　

３．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 1,227百万円 6.0円平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年10月31日
取締役会

普通株式 1,227百万円 6.0円平成20年９月30日 平成20年12月５日 利益剰余金
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

設備工事業
電気機器
販売業等

計 消去又は全社 連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 115,587 1,592 117,179 － 117,179

　(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高

29 7,635 7,665 (7,665) －

計 115,617 9,228 124,845 (7,665)117,179

営業利益 1,623 173 1,797 32 1,830

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

設備工事業
電気機器
販売業等

計 消去又は全社 連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 209,549 3,405 212,955 － 212,955

　(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高

49 15,739 15,788 (15,788) －

計 209,598 19,145 228,744 (15,788)212,955

営業利益 3,643 306 3,950 7 3,958

(注)　事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

　　　(1)事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。

　　　(2)各区分に属する主要な事業の内容

設備工事業　　　：電気・管工事その他設備工事全般に関する事業

電気機器販売業等：電気機械、器具の販売及びその他の事業　

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　在外連結子会社及び主要な在外事業所がないため、記載していない。

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 840.82円 １株当たり純資産額 837.07円

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

当第２四半期
連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 175,227 173,171

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) 3,201 1,877

（うち少数株主持分） (百万円) (3,201) (1,877)

普通株式に係る四半期末(期末)の純資産額 (百万円) 172,026 171,294

普通株式の四半期末(期末)株式数 (千株) 204,594 204,635

　

２．１株当たり四半期純利益金額

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
　至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 14.17円 １株当たり四半期純利益金額 6.50円

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載してない。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

当第２四半期
連結累計期間

(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期
連結会計期間

(自　平成20年７月１日 
　至　平成20年９月30日)

四半期純利益 (百万円) 2,900 1,329

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益 (百万円) 2,900 1,329

普通株式の期中平均株式数 (千株) 204,618 204,612
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２【その他】

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。

(1) 決議年月日 平成20年10月31日

(2) 中間配当金の総額 1,227百万円

(3) １株当たりの金額 ６円

(4) 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成20年12月５日

（注）平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主又は登録株式質権者に対し、支払を行う。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月７日

株式会社　関　電　工

取　締　役　会　　御中

　

井　上　監　査　法　人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　　　　萱　嶋　秀　雄　 印

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　　　　平　松　正　己　 印

　

業務執行社員 公認会計士　　　　　林　　　映　男　 印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社関電工の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成

20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社関電工及び連結子会社の平成20年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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